
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、                                                      

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北私研､東北ブロック父母懇交流を含め年 5

回協議の場を持つ東北ブロック。各県独自制度の

2020年度からの拡充状況を確認した3月から、

宮城県の状況について「放置しておけない。これ

を他の東北5県が『宮城があれだから』と真似し

はじめたら私学はつぶれる」とブロックで危機意

識を抱いていました。 

7月青森の対県懇談の中で「ウチは頑張りまし

た。ところで宮城はこれで良いのですかね」と訊

ねられた経過があります。９月のブロック会議で

ブロックが入る対県要請の日程を決定しました。 

 全全国国私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会  （（事事務務局局：：全全国国私私教教連連））  
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 当日、すすめる会の代表と父母、東北各県の代表、そして全国の永島代表が参加。資料集の都道府県別学費補助一覧を示し、宮城

の財政規模で「県独自上乗せナシ」の問題点を指摘。「年収590万円の崖」問題の解消を迫りました。「入学金補助を創設したので、

何もしていないというのは…」と弁解する県に対し、他の東北5 県は「うちも財政は厳しい。それでも年収590 万円以上に県単

補助を上乗せした」と口々に訴え。そこへ父母から学費負担の厳しさが訴えられました。最後には県：公益法人課長から「公教育

の一翼を担う私学への助成は必要。財政当局と調整しつつ、検討していきたい」という発言を引き出すことができました。 

 
 県予算編成前にブロック乗り入れの対県要請を設定しよう 

 どこの県も財政が厳しいのは同様です。その中で、私学に通う（選

びたい）子どもたちの学びを保障していくとりくみです。2020年

度県独自制度拡充「ナシ」だった県は、ブロックの支援を得て県を

包囲する要請を、県予算編成までに設定して要請を強めましょう。 


